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た「考える学校，学ぶ国家」（Thinking School, Learning Nation：TSLN）の教育
ビジョンのもと，生涯学習を国民文化に根付かせるための大枠が示され，これを
各学校で展開するため「教育期待目標」（Desired Outcomes of Education：DOE）
としてカリキュラム編成と教育評価の指標を設定している。そこには，「物事に対
して生き生きと好奇心を抱く」（小）「創業精神と革新力」（中）「生涯学習の習慣」
（大）等といった資質が掲げられた(16)。
こうした学校裁量の施策と評価基準が，全国レベルでの一貫制の目標化と，地
方や校区の抱える教育要求への対応との間でバランスをとる上で有効に機能して
いる。教育行政はカリキュラム開発の背後に退き一貫制の大枠を管理しながら，
学校評価の基準設定によって各学校の達成状況を把握し自律的な管理運営を促し
ている形である。しかも大学がこれと連携して支援している点がユニークである。
また，現職教育を含む教師教育の標準化（スタンダード）とその生涯学習化の施
策が中国・香港を中心に進められており，そこで大学が高度な教師教育プログラ
ムを提供するために果たす役割は大きい(17)。
香港の場合，公立学校の多くが宗教団体設立であることも手伝って，各学校の
自律性が保障され，また，学校長は教員人事と財政面で強い権限を有し，地域の
教育要求にも迅速に対応できる。たとえば，香港調査で訪れた貧しい地域で小中
一貫教育（Through train mode）を推進する学校では，学校長が「どの子も見捨
てない」のスローガンを掲げて教員と保護者がチームを組んで児童への補習と学
習支援を行っていた。香港の学校長の場合，総じてカリキュラム開発に関する専
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門性が高いという印象を受けたが，その理由は彼（女）らの多くが「教育専門職
博士」（EdD）を取得しているからである。インタビューに応じたある校長は，
「現職者として夜間大学院に通いながらカリキュラム開発について専門的に学んだ
経験が現在の学校運営に極めて役立っている」と述べていた。大学院で教師の再
教育を行う香港のシステムが学校長の専門職的自律性を支えている。
台湾の SBCDの場合は，教育課程は連続しているけれども，しかし，小中の教
員文化の間で断絶が見られる。中学教員側から，一貫教育課程による学力保障と
いう点で，小学校教員に裁量権を持たせて単元構成や教材開発まで任せることへ
の疑問が呈されるケースがある。他方で，一貫制は教科書の「消化度」によって
保証されると考える中学校教員も多い。台湾では，約10年にわたる教員研修の
義務化と大学院での研修者への給与増額によるインセンティブによって，一貫制
と SBCDの抱えるこうした内部対立を抑制してきた面がある。少子化により教員
採用試験が激戦化し，これが教員評価や学校・大学評価の厳格化と競争を促して
いる。
何れにせよ，基礎教育課程の実践においてその目標を一貫させる試みは，SBCD
のアジア版モデル（非欧米モデル）としての特徴を示している。ここまでの考察の
結果を整理してみれば，下記のようにまとめることができるだろう。
アジア版 SBCDの教育目標は日本で掲げられる「目指す子ども像」や「態度の
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学校裁量と SBCD モデルの再構成
Asian-SBCD（非欧米モデル）の実践と成果
・基礎教育課程の高度化・到達目標化
早修／拡充・差異化への迅速対応
・学校評価とカリキュラム評価の連動
共通コアと学校裁量のバランス
・教員評価と教師教育の標準化とキャリアパス
行政・大学・学校の連携体制
学校長の専門的自律性の保証と支援体制
育成」とは異質な現実性を備えている。９年制教育課程では通常，学年の呼称も
一貫させることが行われる。学年の一貫制は学習到達の段階を構成し，修得原理
や課程修了による目標の括りと区切りを作るので，教師はこれを参考にしながら
指導することが可能となる。また修得原理や課程修了の利点を採り入れる場合に
も学習者がその区分と連続性を自覚することが可能になる。このことは，教育目
標の一貫制について，アーティキュレーション（接続），逆向き設計，才能教育，
そしてリメディアル教育等の多様な視点から，より実践的に検討すべき余地を残
していることを示している。
４．理論仮説の構成への示唆
基礎教育課程にはどのような一貫制が求められ，それはいかなるメカニズムで
確保されるものなのか。この問題をアジア比較により掘り下げるためには，教育
課程改革の特質についてマクロな枠組みとミクロな実践とをつなぐ中心要因を整
理することが必要である。ここまで教育目標の一貫制を検討した結果，生涯学習
力の育成に向けて教科領域の再編・統合と達成目標の段階化を試みているケース
が注目された。このケースでは，全体的枠組に基づくアーティキュレーション，
一貫教育課程の結果と組織体制の評価，及び教員の研修と評価の三つを一体とし
て展開しており，しかもその際，SBCD モデルを再構成しながら「国内仕様化」
する形で，基礎教育課程の開発実践を積み上げている。
アジア比較によって得られた理論的な示唆を仮説の構成に取り込む場合，上記
のような国内外の文脈要因を考慮に入れることが必要だろう。すなわち，①「グ
ローバル化への対応」では，小学校英語教育の改革動向が示すように，日本の英
語教育カリキュラム開発に見られる「一貫制の欠如」が際立ってくる(18)。②「少
子化の趨勢」は，学校統廃合による教員の人員削減と採用枠の減少をもたらすだ
ろうが，これを一貫教育の必要性と関連付けて議論しているのは現時点で日本の
みである。③「教員構成の変化」は，一貫教育課程の導入が教員免許状による
「縛り」を緩和させる方向で働くかもしれない。④「一貫課程の展望」に関して
は，生涯学習への効果検証の結果によって，基礎教育の一貫制を確保する方式が
変化すると予想される。当面の予測では，アジア版 SBCDは全国規模で12年一貫
教育課程の開発に取り組むであろうが，日本の場合，市区町村の教育委員会が主
導する形で「４-３-２の区切りによる接続」（義務教育課程の一貫制）が進めら
－ 14－
れていくのではないかと考えられる。
そして，アジア版 SBCDとの対比が指し示す今後の研究課題は，第１に，日本
での基礎教育課程の枠組と一貫制を確保するために必要なカリキュラム・マネジ
メントの方法を明らかにすることである。「生涯学習者を育てる」という大きな目
標から，基礎的・応用的な学習スキルを確実に習得させ，これによる達成経験を
積み上げていくような一貫制の枠組を検討する必要がある。
第２は，教育課程のスタンダードを再構成する必要がある。日本の学習指導要
領は基本的に“Contents based”（教科内容重視型）であり，その目標の記述も
「態度主義」の傾向をもつ。生涯学習で生きて働く学習能力は，従来の「スパイラ
ル型の単元構成」に代替する新たなスタンダードの原理を求めている(19)。これを
アジア比較によって探究していくことが課題となる。
第３は，日本の中学校区で区切った「コミュニティ」（小中一貫教育ではこれを
「学園」と呼ぶ）を想定し，当該地域の教育的なニーズを一貫教育課程によって充
足する取り組みに注目することである。小中一貫教育への批判の一つに学校統廃
合への「便法」であるとみなす論調が見られる(20)。けれども，山間・郡部の保護
者の場合，切実な教育要求として，小中一貫教育によって人的・物的な「スケー
ル・メリット」を生み出す施策に希望を託すほかに対案がないというのが現実で
ある(21)。こうしたニーズへの対応策として一貫教育の可能性を「グローカル化」
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理論仮説の構成への示唆
蘆アジア比較
漓グローバル化への対応
滷少子高齢化への対応
澆教員構成の変化
潺一貫課程の更新と延長
↓
Asian-SBCD
（12年一貫制）
蘆日本の段階と示唆
漓生涯学習構想の補強
滷学校統廃合の代替案
澆人的資源の有効利用
潺一貫課程の検証と改善
↓
Local-C.Articulation
（小中4-3-2／中高2-2-2）
の視点から検討することも課題となる。
第４に，他方で都市部の施設一体型の小中一貫校では，新中間層の保護者を中
心に，私立の中高一貫校の受験に向けた「準備教育」として，小中一貫教育のメ
リットに期待する傾向が現れている。中には，６年次の約半数にも及ぶ多数の生
徒が中高一貫校を選択して，７年次への転入生を募集しなければならないという
皮肉な現象が起きている(22)。一貫教育に寄せられるこうした別様の期待やニーズ
についても，アジア地域の都市部新中間層の動向から多角的に調べる必要がある。
今後，アジア比較の視点から，日本の基礎教育課程において小中と中高の一貫
教育が併存していることの意味や，この種の「複線型」一貫教育が一貫制を確保
する上でもたらす矛盾的側面も検討する必要がある。なぜなら，K-12を目指すの
か，それとも連節（４-３-２等の区切り）なのか，その枠組の選択によって，日
本の基礎教育課程の将来が大きく変わってくるからである。以上の諸点を今後の
研究指針として本稿のまとめに代える。
注
(１) 本稿は，日本カリキュラム学会第24回大会（2013年７月６日，於上越教育大学）で
の発表内容に加筆したものであり，2012～2015年度科研費基盤研究（B）：アジア比較に
基づく基礎教育課程の「一貫制」に関する理論的・実践的研究（研究代表者田中統治，
課題番号24330214）による研究成果の一部である。
科研 HP参照　http://www.human.tsukuba.ac.jp/̃kakenb24/
(２) 安藤福光・根津朋実（2010）「公立小中一貫校の動向にみる‘カリキュラム・アーテ
ィキュレーション’の課題」日本教育学会編『教育学研究』第77巻第２号，53－64頁
(３) 日本カリキュラム学会（2009）公開国際シンポジウム『日中韓のカリキュラム研究
の成果と課題─日本カリキュラム学会創設20周年を記念して─』１－54頁
(４) 2009～2011年度科研費基盤研究（C）：日韓中における学校カリキュラム開発モデルの
再構成に関する研究（研究代表者：田中統治，課題番号：21530787）
(５) 経済協力開発機構（OECD）編著，渡辺良監訳（2012）『PISAから見る，できる国・
頑張る国２─未来志向の教育を目指す：日本』明石書店
(６) 次の文献も参考にした。山田美香（2011）『公教育と子どもの生活をつなぐ香港・台
湾の教育改革』名古屋市立大学人間文化研究叢書２
(７) 香港教育学院の羅厚輝教授，及び台湾国立彰化師範大学の王麗雁副教授から講演の質
疑においてそれぞれ回答を得た。
(８) また，学校教育法第30条第２項によれば，「前項の場合においては，生涯にわたり学
習する基盤が培われるよう，基礎的な知識及び技能を習得させるとともに，これらを活
用して課題を解決するために必要な思考力，判断力，表現力その他の能力をはぐくみ，
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主体的に学習に取り組む態度を養うことに，特に意を用いなければならない。」とされ
る。
(９) 台湾国立嘉義大学の林明煌副教授の講演資料より。
（10) 韓国教育課程評価院の鄭栄根主任研究委員より得た下記の資料より。「韓国のカリキ
ュラム自律化政策における高校カリキュラムの現状─生徒の進路・適性をめぐる共通と
選択について─」日本カリキュラム学会24回大会発表資料（2013年７月６日）
（11) 田中統治（2013）「高大連携の今日的意義とその方向性」『教育展望』11月号，譛教
育調査研究所，48－52頁
（12) 山田美香（2011），133頁，及び香港教育学院の羅厚輝教授の講演資料より。
（13) 山梨県立大学の池田充宏准教授の講演資料より。
（14) 田中統治・趙炳輝（2012）「中国における‘校本課程開発’概念の発展と実践」『教
育学系論集』第36巻，筑波大学人間系教育学域，55－63頁
（15) 鄭栄根　前掲資料　４頁
（16) 池田充宏　前掲資料より。
（17) 第3回東アジア教師教育研究国際大会（2012年12月６～８日，中国華東師範大学）で
の李子建（香港教育学院副学長）の基調講演より。
（18) たとえば，バトラー後藤裕子「特集・小学校英語を考える─東アジアの試みから見え
てくるもの─」（第１～５回）『内外教育』2013年12月３日，６日，10日，13日，17日号，
時事通信社
（19) 算数・数学教育の観点から，スパイラル学習と小中一貫（連携）教育の問題点につい
て，「初回学習と復習」の重要性を指摘している次の文献を参照。西川信廣・牛瀧文宏
（2011）『小中一貫（連携）教育の理論と方法─教育学と数学の観点から─』ナカニシ
ヤ出版，117頁。
（20) 山本由美，藤本文朗，佐貫浩編（2011）『これでいいのか小中一貫校─その理論と実
際－』新日本出版社
（21) 今後，急激な児童数の減少に直面することが予想される茨城県桜川市の場合，筆者が
委員長を務めた「桜川立小中学校適正規模等検討委員会」における審議の過程で，保護
者の多くから「友人関係の狭さによる限界」「部活動の限界」などに関する要望が聞か
れた。
http://www.city.sakuragawa.lg.jp/index.php?code=2411（2013年１月10日確認）
（22) 東京都品川区施設一体型小中一貫校の校長への聴き取り（2013年１月18日）より。
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